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第316号 

静岡県浜松市南区増楽町20 
電話〈053〉447-3079 

スズキ関連労働組合連合会 
発行人　加 藤 幸 博  
編集人　古 川 正 明  

　私たちは2年前の2006年9月17日（日）に第

35回定期大会を開催し、「広げよう仲間の輪 

強めよう組織の力 みんなでつくろう安心の未

来」をスローガンに掲げ、2年間の活動を進め

てきました。 

　本年は9月14日（日）に第37回定期大会を

開催し、「安心・確かなくらし」に向けた、今後

の2年間のスズキ労連運動方針を決定します。 

◇日時　2008年9月14日（日） 
◇場所　浜松・プレスタワー　静岡新聞ホール 
◇内容 【報告承認事項】 
 　①第36期活動経過報告 
 　②第36期会計決算報告 
 　③第36期会計監査報告 
 【議件】 
 　①スズキ労連規約改定の件＜内容略＞ 
 　②スズキ労連会計処理規定改定の件＜内容略＞ 
 　③第37・38期運動方針（案）の件 
 　④第37・38期役員定数 役員選挙の件＜内容略＞ 
 　⑤第37期予算（案）の件＜内容略＞ 

第37回定期大会開催案内 

第37・38期スローガン 

力を合
わせてともに前進！

築こ
う！「安心・確かなくらし」



〈内容略〉 

スズキ労連規約改定の件 第1号議案 

〈内容略〉 

スズキ労連会計処理規定改定の件 第2号議案 

〈内容略〉 

第37・38期役員定数 役員選挙の件 第4号議案 

〈内容略〉 

第37期予算（案）の件 第5号議案 



第37・38期運動方針（案）の件 第3号議案 

SAW運動の進路 





第37･38期運動方針 



1．安心な生活づくり 





2．魅力ある企業づくり 



3．労働組合組織の充実 
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GDP成長率とデフレーターの推移（前年度比） 

消費者物価指数の推移（前年同月比） 

実質GDP主要構成項目の寄与度 

出所：内閣府経済社会総合研究所（2007年2次速報値） 
（年度） 

出所：総務省統計局 
（年、月） 

デフレーター 

生鮮食料品を除く総合　全国 

実質GDP 名目GDP

（％） 

（％） 

出所：内閣府経済社会総合研究所（2007年2次速報値） 
（年度） 

（％） 
民間最終消費支出 民間住宅投資 民間企業設備投資 

政府最終消費支出 

輸入 国内総支出 

公的固定資本形成 輸出 
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〈一般情勢報告〉 

私たちを取り巻く情勢 



雇用動向（年度平均） 
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出所：総務省統計局 労働力調査 
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福田内閣支持率の推移 
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出所：日本経済新聞社 世論調査 
（年、月） 

（％） 

※60日ルール 
衆議院にて可決した後、参議院にて60日間可決しなければ、
否決したものと見なすルール。（憲法59条に規定） 

政党別支持率の推移 

43 42

4646

38

42

38 36
39

40 38

36

31
32

28

34

30

31
30

29

35

43

31
33

3636

20

25

30

35

40

45
（％） 

9 10 11 12 1 2 3 4 緊急 
（4/30～5/1） 

5 6
2007 2008

出所：日本経済新聞社 世論調査 
（年、月） 

自民党 

民主党 



43 42

4646

道路特定財源の暫定税率による負担増加額 

（例：自家用登録車） 

＋ 2％ 

＋ 3800円／㌧ 

＋ 24．3円／㍑ 

＋ 0．8円／㍑ 

＋ 17．1円／㍑ 

自動車取得税  

自動車重量税  

揮 発 油 税  

地 方 道 路 税  

軽 油 引 取 税  
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《仕事と生活の調和推進のための行動指針数値目標（一部抜粋）》 

数値目標 
設定指標 

41.5％ 

10.8％ 

46.6％ 

現状 
目標値 

5年後 
（2012年） 

10年後 
（2017年） 

週労働時間 
60時間以上の 
雇用者の割合 

年次有給休暇 
取得率 

男女の育児 
休業取得率 

労働時間等の課 
題について労使 
が話し合いの機 
会を設けている 
割合 

短時間勤務を選 
択できる事業所 
の割合 

（参考） 
8.6％以下 

女性：72.3％ 
男性：0.50％ 

女性：80％ 
男性：5％ 

60％ 全ての企業 
で実施 

60％ 

10％ 

2割減 半減 

女性：80％ 
男性：10％ 

完全取得 

25％ 

《障害者雇用促進法改正の概要》 
　1.中小企業における障害者雇用の促進 
　　①障害者雇用納付金制度の適用対象の範囲拡大 

障害者雇用納付金制度（納付金の徴収・調整金の支給）が適
用される対象範囲を常用雇用労働者101人以上の中小企業に
拡大（一定期間は、常用雇用労働者201人以上の中小企業ま
で拡大） 

　　②雇用率の算定の特例 
中小企業が、事業協同組合等を活用して、共同で障害者を雇
用する仕組みを創設 

　2.短時間労働に対応した雇用率制度の見直し 
障害者の雇用義務の基礎となる労働者及び雇用障害者に、短
時間労働者（週20H以上30H未満）を追加 

　3.その他特例子会社がない場合でも、企業グループ全体で雇用率 
　　を算定するグループ適用制度の創設 
 
 
《次世代育成支援対策推進法改正 
  （一般事業主による取組の促進）の概要》 
　1.一般事業主行動計画の策定・届出義務の対象の拡大 
　 （平成23年4月施行） 
○中小事業主のうち一定規模以上（100人超）の事業主について、
行動計画を策定･届け出なければならないものとする 

　2.一般事業主行動計画の公表・周知（平成21年4月施行） 
○行動計画の策定・届出義務のある事業主について、行動計画
の公表及び従業員への周知を義務づけるとともに、行動計画
の策定･届出が努力義務の事業主についても、同様の努力義務
を設ける 

 
 
《G8労働大臣会合　新潟宣言（全文）》 
政府、使用者、労働者は成長、雇用、生産性及び環境問題の相互
のバランスをとるために協力する必要がある。職場レベルの社会
対話、社会協力はこの目的に向けた重要な寄与となる。この活動
を促進することが、我々の「新潟宣言」である。 
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欧米主要国の実質GDP成長率見通し（前年比） 
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イギリス 

ユーロ圏 

フランス 

（％） 

出所：外務省「主要経済指標」（2008年6月） 
注：2008～2009年はIMF（国際通貨基金）による予測 

（2008年7月現在） 

※サブプライムローン 
低所得者層向けの高金利型ローン。 
 
※FF金利（フェデラル・ファンド・レート） 
アメリカの中央銀行制度である米連邦準備制度に加盟する
民間銀行が、法定準備預金（フェデラル・ファンド）の自
行の準備額が不足した際に、翌日返済・無担保を条件に、
他の民間銀行から資金を借り入れる場合の金利。米金融当
局が、金融政策の誘導目標にしている政策金利。 
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アジア主要国の実質GDP成長率見通し（前年比） 
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出所：外務省「主要経済指標」（2008年6月） 

注：2008～2009年はIMF（国際通貨基金）による予測 
（2008 年7月現在） 

（％） 

 
 
中国 
 
台湾 

インド 
 
韓国 

※NIEs（新興工業経済地域：Newly Industrializing Economies） 
発展途上国のなかで20世紀後半に急速な経済成長を果たし
た国・地域の略称。 
（アジアNIEs：韓国、台湾、香港、シンガポール） 
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1,000
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その他 北/中南米 アジア 欧州 

世界各地域の四輪車生産台数 

世界各地域の販売台数 

世界主要国の販売台数 

北米 
南米 
西欧 
中東欧 
アジア・大洋州 
アフリカ・中近東 
世界販売 

2003年 
1,972 
189 
1,633 
327 
1,581 
188 
5,890

2004年 
2,013 
244 
1,683 
390 
1,687 
236 
6,253

2005年 
2,039 
282 
1,688 
415 
1,806 
280 
6,510

2006年 
2,002 
330 
1711 
471 
1929 
312 
6,755

2007年 
1,940 
423 
1725 
566 
2094 
336 
7,084

出所：「FOURIN 世界自動車調査月報」 

出所：「FOURIN 世界自動車調査月報」 

出所：「FOURIN 世界自動車調査月報」 
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＋21.8％ 
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出所:日本自動車工業会「2008年日本の自動車工業」 
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トラック・バス 
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四輪車仕向地別輸出台数の推移 

出所:日本自動車工業会「2008年日本の自動車工業」 

（万台） 

アジア 
EU全加盟国計 
アメリカ合衆国 
中南米 
太洋州 

中近東 
ヨーロッパ 
北米 
アフリカ 

中南米 
大洋州 
中近東 
アフリカ 

北米 
（アメリカ） 
欧州 
（ＥＵ） 

アジア 
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日本メーカーの海外生産台数の推移 

出所:日本自動車工業会「2008年日本の自動車工業」 
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（万台） 

（万台） 

四輪車新車登録・新車販売台数推移 

四輪車保有台数の推移（各年末時点） 

出所:日本自動車工業会「2008年日本の自動車工業」 

合計 

乗用車 

トラック･バス・特殊用途車 

軽乗用車 

軽トラック 
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（万台） 二輪車生産台数 

（万台） 二輪車輸出台数 

出所:日本自動車工業会「2008年日本の自動車工業」 

出所:日本自動車工業会「2008年日本の自動車工業」 

全排気量合計 

原付第二種以上 

原付第一種 

全排気量合計 

原付第二種以上 

原付第一種 
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出所:日本自動車工業会「2008年日本の自動車工業」 

二輪車国内販売台数 （万台） 

全排気量合計 

原付第一種 

原付第二種以上 
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〈連結〉 企業業績（メーカー11社） 

04年度 

493,849 

35,225 

7.1% 

34,849 

7.1%

551,378 

42,045 

7.6% 

43,022 

7.8%

610,148 

45,469 

7.5% 

45,827 

7.5%

671,015 

48,277 

7.2% 

49,060 

7.3%

650,900 

34,530 

5.3% 

35,760 

5.5%

売上高 

営業利益 

経常利益 

率 

率 

05年度 06年度 07年度 08年度 （予測） 

出所：決算発表時の各社広報部資料より自動車総連集計 

＊三菱ふそうトラック・バスと日産ディーゼルは決算未公開のため集計せず。 
＊2004 年度はヤマハ発が決算期変更のため、経常利益は集計できず。売上高、営業
利益が参考値で集計、経常利益率はヤマハ発抜きで集計。 

（億円） 

車体･部品製造部門（上場114社）の業績 

259.2 

14.3 

5.5% 

15.1 

5.8% 

78 社 

25 社 

1 社 

9 社 

1 社 

289.9 

16.4 

5.7% 

17.1 

5.9% 

72 社 

25 社 

4 社 

13 社 

0 社 

325.2 

19.9 

6.1% 

20.2 

6.2% 

73 社 

36 社 

1 社 

4 社 

0 社 

328.2 

17.5 

5.3% 

18.2 

5.5% 

41 社 

33 社 

12 社 

28 社 

0 社 

売上高 

営業利益 

経常利益 

率 

率 

増収 
増益 

減益 

増益 

減益 
減収 

横ばい 

05年度 06年度 07年度 08年度 
（予測） 

出所：「会社四季報」「NIKKEIネット」より自動車総連にて集計 

※今期よりこれまでの単独決算から連結決算での集計に変更。連結対象会社のない
場合は単独決算数値で集計。 

（千億円） 

自動車ディーラー収益状況（速報） 

1,369 社 

130,180 

20,230 

15.5% 

1,786 

1.4% 

4,692 千台 

1,311 社 

132,304 

20,174 

15.2% 

1,621 

1.2% 

4,660 千台 

1,050 社 

112,635 

17,152 

15.2% 

1,407 

1.2% 

3,891 千台 

1,050 社 

114,765 

18,393 

16.0% 

1,616 

1.4% 

3,831 千台 

売上高 

集計企業数 

売上総利益 

売上総利益 

経常利益 

経常利益 

率 

率 

新車販売台数 

2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 

（億円） 〈収益状況推移〉 

〈2007年度車種店別〉 

大型店 

11,673 

（94.2%） 

1,302 

（102.1%） 

11.2% 

128 

（70.9%） 

1.1%

88,796 

（103.1%） 

15,046 

（108.2） 

16.9% 

1,341 

（124.7%） 

1.5%

12,233 

（101.9%） 

1,737 

（105.1%） 

14.2% 

130 

（97.8%） 

1.1%

2,064 

（97.7%） 

307 

（98.5%） 

14.9% 

17 

（97.2%） 

0.8%

114,765 

（101.9%） 

18,393 

（107.2%） 

16.0% 

1,616 

（114.9%） 

1.4%

売上高 

率 

率 

乗用車店 輸入車店 全車種総合 軽四併売店 

出所：日本自動車販売協会連合会 

（億円） 

（ 　）内は前年度比 
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02/12 03/12 04/12 05/12 06/12 07/12

正規従業員の推移（製造16社、部品65社） 

正規従業員推移の推移（販売50社） 

出所：自動車総連「雇用動向調査」 

出所：自動車総連「雇用動向調査」 

（千人） 

（千人） 

製造 
部品 

非正規労働者の推移 

出所：自動車総連「雇用動向調査」 

※下段の数字は05/12 比 用語解説 
〈臨　時〉以下の労働者 
　　　　①期間従業員（季節従業員を含む） 
　　　　②準社員（但し定期採用者で試用期間中の場合は正規に入れる） 
　　　　③他社からの応援出向者でフルタイムの労働者 
〈その他〉正規・臨時・派遣に含まれない者でパートタイム労働者等 
〈変更点〉06年より再雇用者を調査対象とした。 

（人） 

05/12 

258,414 

（100） 

28,290 
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17.4% 
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06/12 
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209,777 
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114.0%
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製造16社の定期採用状況 

部品65社の定期採用状況 

販売50社の定期採用状況 

出所：自動車総連「定期採用調査」 

出所：自動車総連「定期採用調査」 

出所：自動車総連「定期採用調査」 
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前 期 実 績 当  期  実  績 次 期 予 想 

2007年3月期（第141期） 2008年3月期（第142期） 2009年3月期（第143期） 

売    上    高 31,637 億円 （＋ 15.2 %） 35,024 億円 （＋ 10.7 %） 35,000 億円 （－ 0.1 %） 

国内売上 9,735 億円 （＋ 4.2 %） 9,814 億円 （＋ 0.8 %） 9,800 億円 （－ 0.1 %） 

海外売上 21,902 億円 （＋ 20.9 %） 25,210 億円 （＋ 15.1 %） 25,200 億円 （－ 0.0 %） 

営業利益　 〈利益率〉 1,329 億円 （＋ 16.7 %） 〈4.2%〉 1,494 億円 （＋ 12.4 %） 〈4.3%〉 1,400 億円 （－ 6.3 %） 〈4.0%〉 

経常利益　 〈利益率〉 1,392 億円 （＋ 16.6 %） 〈4.4%〉 1,569 億円 （＋ 12.7 %） 〈4.5%〉 1,500 億円 （－ 4.4 %） 〈4.3%〉 

当期純利益 〈利益率〉 750億円 （＋ 13.7 %） 〈2.4%〉 803億円 （＋ 7.0 %） 〈2.3%〉 800億円 （－ 0.3 %） 〈2.3%〉 

業 績 評 価 増収増益 増収増益 売上・利益　ほぼ横這い 

増益要因 為替影響 ＋ 401 億円 売上･ 構成変化 等 ＋ 408 億円 原価低減 ＋ 350 億円 

原価低減 ＋ 318 億円 原価低減 ＋ 284 億円 売上･ 構成変化 等 ＋ 276億 円 

売上･ 構成変化 等 ＋ 237 億円 為替影響 ＋ 225 億円 諸経費等の減 ＋ 150 億円 

計 ＋ 956億 円 計 ＋ 917億 円 計 ＋ 776億 円 

減益要因 諸経費等の増 － 510 億円 諸経費等の増 － 469 億円 為替影響 － 580 億円 

減価償却費の増 － 234 億円 研究開発費の増 － 166 億円 研究開発費の増 － 210 億円 

研究開発費の増 － 22 億 円 減価償却費の増 － 117 億円 減価償却費の増 － 80 億 円 

計 － 766億 円 計 － 752億 円 計 － 870億 円 

117円 ／ US$ 114円 ／ US$ 102円 /US$ （上 期 110円 ､下 期  95円 ） 

151円 ／ ユーロ 160円 ／ ユーロ 155円 /ユーロ  （上 期 160円 ､下 期 150円 ） 

設   備   投   資 億 円 億 円 億 円 

（内､主要関連会社） （　397億円　） 

減 価 償 却 費 億 円 億 円 億 円 

研 究 開 発 費 億 円 億 円 億 円 

有利子負債残高 億円 億円 

営業活動 億円 億円 

投資活動 億円 億円 

財務活動 億円 億円 

億 円 億 円 

 売  上  高 5,882 億円 （＋ 4.8 %） 5,920 億円 （＋ 0.6 %） 

 営業利益〈率〉 

営業利益〈率〉 

営業利益〈率〉 

営業利益〈率〉 

営業利益〈率〉 

営業利益〈率〉 

営業利益〈率〉 

営業利益〈率〉 

454 億円 （－ 1.2 %） 〈7.7%〉 225 億円 （－ 50.3 %） 〈3.8%〉 

 売  上  高 25,038 億円 （＋ 18.1 %） 28,339 億円 （＋ 13.2 %） 

 766 億円 （＋ 32.2 %） 〈3.1%〉 1,140 億円 （＋ 48.8 %） 〈4.0%〉 

 売  上  高 717 億円 （＋ 9.9 %） 765 億円 （＋ 6.8 %） 

 109 億円 （＋ 9.4 %） 〈15.3%〉 129 億円 （＋ 17.8 %） 〈16.8%〉 

 売  上  高 20,855 億円 （＋ 14.7 %） 21,940 億円 （＋ 5.2 %） 

 697 億円 （＋ 14.7 %） 〈3.3%〉 850 億円 （＋ 21.9 %） 〈3.9%〉 

 売  上  高 6,610 億円 （＋ 34.3 %） 7,773 億円 （＋ 17.6 %） 

 148 億円 （＋ 90.6 %） 〈2.2%〉 134 億円 （－ 9.6 %） 〈1.7%〉 

 売  上  高 4,593 億円 （＋ 16.9 %） 4,057 億円 （－ 11.7 %） 

 59 億円 （－ 18.1 %） 〈1.3%〉 －85 億円 （－ ） 〈－2.1%〉 

 売  上  高 6,560 億円 （＋ 8.1 %） 8,468 億円 （＋ 29.1 %） 

 436 億円 （－ 3.9 %） 〈6.6%〉 561 億円 （＋ 28.7 %） 〈6.6%〉 

 売  上  高 616 億円 （＋ 45.8 %） 884 億円 （＋ 43.6 %） 

 51 億円 （＋ 101.0 %） 〈8.2%〉 46 億円 （－ 9.0 %） 〈5.2%〉 

連結子会社数 社 社 

持分法適用関連会社数 社 社 

従　業　員　数 人 人 

36

（　319億円　） （　170億円　） 
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〈連結決算〉 スズキ㈱ホームページ　IR情報　平成20年3月期 決算参考資料より 
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前 期 実 績 当  期  実  績 次 期 予 想 

2007年3月期（第141期） 内 ATV 2008年3月期（第142期） 内 ATV 2009年3月期（第143期） 

2007年3月期（第141期） 2008年3月期（第142期） 2009年3月期（第143期） 

内 ATV

国　内 131 千台 （－ 11.1 %） － 133千台 （＋ 1.2 %） － 128千台 （－ 3.6 %） － 

輸　出 489 千台 （＋ 10.3 %） 97千 台 417千台 （－ 14.9 %） 66千 台 381千台 （－ 8.6 %） 57千 台 

計 621千台 （＋ 2.6 %） 97千 台 549千台 （－ 11.5 %） 66千 台 509千台 （－ 7.4 %） 57千 台 

欧　州 39 千台 （－ 3.1 %） － 35 千台 （－ 10.0 %） － 49 千台 （＋ 38.4 %） － 

北　米 22 千台 （－ 2.4 %） 22千 台 20 千台 （－ 8.2 %） 20千 台 20 千台 （－ 1.0 %） 20千 台 

ア ジ ア 2,210 千台 （－ 4.9 %） 17千 台 2,434 千台 （＋ 10.2 %） 12千 台 2,803 千台 （＋ 15.1 %） 10千 台 

その他 291 千台 （＋ 98.1 %） － 353千台 （＋ 21.3 %） － 394千台 （＋ 11.5 %） － 

計 2,562 千台 （＋ 1.2 %） 39千 台 2,843 千台 （＋ 11.0 %） 32千 台 3,266 千台 （＋ 14.9 %） 30千 台 

合 　 計 3,183 千台 （＋ 1.4 %） 136千 台 3,393 千台 （＋ 6.6 %） 98千 台 3,775 千台 （＋ 11.3 %） 87千 台 

国内販売 163 千台 （＋ 5.8 %） － 165千台 （＋ 1.0 %） － 168千台 （＋ 1.7 %） － 

海外販売 2,903 千台 （＋ 0.0 %） 125千 台 3,178 千台 （＋ 9.5 %） 102千 台 3,498 千台 （＋ 10.1 %） 86千 台 

合 　 計 3,066 千台 （＋ 0.2 %） 125千 台 3,344 千台 （＋ 9.0 %） 102千 台 3,666 千台 （＋ 9.6 %） 86千 台 

前 期 実 績 当  期  実  績 次 期 予 想 

軽四輪 608 千台 （－ 3.8 %） 588千台 （－ 3.1 %） 591千台 （＋ 0.4 %） 

登録車 83 千台 （＋ 6.3 %） 82 千台 （－ 2.0 %） 84 千台 （＋ 2.8 %） 

輸　出 388 千台 （＋ 23.3 %） 415千台 （＋ 7.0 %） 474千台 （＋ 14.2 %） 

ＯＥＭ 134 千台 （＋ 23.2 %） 134千台 （＋ 0.3 %） 118千台 （－ 12.0 %） 

計 1,212 千台 （＋ 7.0 %） 1,219 千台 （＋ 0.6 %） 1,267千台 （＋ 3.9 %） 

欧　州 189 千台 （＋ 17.8 %） 252千台 （＋ 33.3 %） 307千台 （＋ 21.7 %） 

北　米 22 千台 （ － ） 28 千台 （＋ 23.3 %） 18 千台 （－ 34.9 %） 

アジア 988 千台 （＋ 8.9 %） 1,138 千台 （＋ 15.2 %） 1,273 千台 （＋ 11.9 %） 

計 1,199 千台 （＋ 12.4 %） 1,418 千台 （＋ 18.2 %） 1,598 千台 （＋ 12.7 %） 

合 　 計 2,412 千台 （＋ 9.6 %） 2,637 千台 （＋ 9.3 %） 2,865 千台 （＋ 8.6 %） 

軽四輪 606 千台 （－ 3.2 %） 587千台 （－ 3.0 %） 591千台 （＋ 0.6 %） 

登録車 85 千台 （＋ 4.3 %） 86 千台 （＋ 0.9 %） 90 千台 （＋ 4.7 %） 

計 691千台 （－ 2.3 %） 673千台 （－ 2.5 %） 681千台 （＋ 1.1 %） 

海外販売 1,531 千台 （＋ 12.2 %） 1,732 千台 （＋ 13.1 %） 1,953 千台 （＋ 12.7 %） 

合 　 計 2,222 千台 （＋ 7.2 %） 2,405 千台 （＋ 8.3 %） 2,634 千台 （＋ 9.5 %） 

※国内生産は完成車生産台数＋CKD生産台数。海外生産は現地ラインオフ台数。　※四輪販売台数はスズキブランド車。但し国内販売にはシボレーブランド車を含む。 
※当期の海外販売台数には一部予想値を含む。 
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（単位：数量 千台未満切捨て、金額 百万円未満切捨て） 

前期 当期 
比較増減 

数量 金額 数量 金額 数量 金額 

国   内 160 39,894 163 43,219 3 3,324

二  海   外 548,282 1,607 548,748 24 465

 欧 州 208 165,234 200 179,794 △   8 14,560

輪 北 米 260 204,855 190 153,729 △  69 △ 5 1,126

 アジア 941 113,601 1,024 130,314 82 16,713

車 その他 172 64,591 192 84,908 20 20,317

計 1,743 588,177 1,770 591,967 27 3,790

国  内 （注） 656 913,375 775 915,685   118 2,309

四  海   外 1,452 1,590,441 1,637 1,918,207 184 327,765

 欧 州 349 615,098 390 719,850 40 104,751

輪 北 米 114 241,743 107 241,413 △   6 △    329

 アジア 863 583,828 985 753,123 122 169,295

車 その他 124 149,771 153 203,819 28 54,048

計 2,109 2,503,817 2,412 2,833,892 303 330,074

国   内 －  20,231 － 22,479 －  2,247

そ 海   外 －  51,443 － 54,080 －  2,637

 欧 州 －  15,997 － 20,814 －  4,816

の 北 米 －  24,516 － 20,570 －  △  3,945

 アジア －  4,466 － 4,465 －  △       1

他 その他 －  6,463 － 8,230 －  1,767

計 －  71,674 － 76,559 －  4,885

国   内 973,501 981,383 7,882

合  海   外 2,190,168 2,521,036 330,868

欧 州 796,330 920,459 124,128

北 米 471,114 415,713 △ 55,401

アジア 701,896 887,904 186,007

計 その他 220,825 296,958 76,133

計 3,163,669 3,502,419

 

338,750

（注）前期は、国内四輪売上台数からOEM車を133千台除いていますが、当期は、国内四輪売上台数にOEM車134千台 を含めています。  

（18.4.1～19.3.31） （19.4.1～20.3.31） 

1,582 



次期見通し 当期実績  

売 上 高   3兆 5, 000億 円 3兆 5, 024億円 

営 業 利 益   1, 400億 円 1, 494億円 

経 常 利 益   1, 500億 円 1, 569億円 

当期純利益 800億 円 803億円 

１米ドル＝102円 
１米ドル＝114円 

為替レート 
１ユーロ＝155円 

１ユーロ＝160円 

（上期110円､下期 95円） 

（上期160円､下期150円） 

04年度 

 23,656 （7.6％） 

 1,075 （13.0％） 

 1,095 （15.0％） 

 605 （38.0％） 

05年度 

 27,456 （16.1％） 

 1,138 （5.9％） 

 1,193 （8.9％） 

 659 （9.0％） 

06年度 

 31,637 （15.2％） 

 1,329 （16.7％） 

 1,392 （16.6％） 

 750 （13.7％） 

07年度 

 35,024 （10.7%） 

 1,494 （12.4%） 

 1,569 （12.7%） 

 803 （7.0%） 

08年度（予想） 

 35,000 （－0.1%） 

 1,400 （－6.3%） 

 1,500 （－4.4%） 

 800 （－0.3%） 

売 上 高  

営 業 利 益  

経 常 利 益  

当 期 利 益  

01年度 

 16,683 （4.2％） 

 585 （15.2％） 

 523 （2.5％） 

 224 （10.6％） 

02年度 

 20,153 （20.8％） 

 742 （26.9％） 

 792 （51.4％） 

 310 （38.5％） 

03年度 

 21,990 （9.1％） 

 951 （28.1％） 

 952 （20.3％） 

 438 （41.3％） 

売 上 高  

営 業 利 益  

経 常 利 益  

当 期 利 益  

（単位：億円） 

○ 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
　（1）連結子会社数　139社　 国内会社･･････ （株）スズキ自販近畿 
   スズキ精密工業（株）　他71社 
  在外会社･･････ アメリカン　スズキモーター社 
   マジャールスズキ社 
   インドモビールスズキインターナショナル社 
   マルチスズキインディア社　他62社 
　（2）非連結子会社数 1 社 （うち持分法適用会社なし）･･･鈴木自動車工業（株） 
　（3）関連会社  36社 （うち持分法適用会社36社）･･･カミオートモーティブ社 

重慶長安鈴木汽車有限公司　他34社　 

 
○ 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
　（1）連結　（新規）  3社 スズキオートサウスアフリカ　他2社 
　　　　　　  （除外） 2社 （株）スズキ自販姫路 
  スズキモーターサイクルズパキスタン社 

　（2）持分法（新規） 5社 マネッティ マレリ パワートレイン インディア社 
  常州豪爵鈴木摩托車有限公司　他3社 


